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図書関係予算の編成、執行手続きの変更
全学共同利用を前提とした図書館資料、とりわけ電子媒体
資料の導入にあたり、図書関係予算の柔軟かつ効率的な編
成および執行手続きの変更を提言した「図書行政懇談会(第
二次)J (答申)をうけて、 2003年度予算編成における各箇所に
対する図書関係予算配分を図書館協議員会における報告 ・
了承事項とした。12月に開催された図書館協議員会(第4回)
では、図書館より各箇所に対して「予算配分額提示」を行い、
了承をえた。あわせて、図書館(中央図書館およびキャンパ
ス図書館)より配分額の2%、その他の箇所ー より1%の割合で、
全学共通利用の電子ジャーナル、データベースの継続、新規
導入に対応するデータベース資料費へのシフトをお願いし、
了解をえた。ただ、今回の措置はあくまでも最低限の拠出分
を確保したにすぎず、 2001年度データベース資料費決算実績
からは、かけはなれた数字となっている。今後は、大学による
新たな負担や外部資金の導入などの枠組みを模索しつつ、
対象電子媒体にかかる分野に対応した箇所負担や、利用実
態ないし実績にあわせた個別箇所負担の枠組みなどについ
ても検討をすすめる必要がある。
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図書関係予算の編成、執行手続きの変更にともない、 「電子
媒体による学術情報の共同利用を一層促進することを目的
として、それらの導入、 利用および継続購入にかかる検討を
行なうために、図書館協議員会のもとに「電子媒体検討委員
会(仮称)Jを設置するJ(図書行政懇談会(第二次)答申)こと
とした。6月に開催された図書館[協議員会(第2回)において
設置が提案され了承をえた。2002年度においては、年度途中
で設置されたにもかかわらず通算6回におよぶ委員会が開催
され活発な議論が展開された。本委員会において、すでに提
供されている電子媒体資料の2003年度継続と2003年度新規
希望資料について審議が行なわれ、その結果が図書館協議
員会にたいして報告された。
電子媒体検討委員会の設置
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2002年度をもって、学内の図書館および各箇所図書室のほ
ぼ全体が羽眉mネットワークへの参入を完了した。これにより、
ネットワークを基盤とした図書館業務の統合化への条件が整
ったことになった。当面、ネットワークによる機能的な業務統
合をさらにすすめることを基本として、図書館・図書室聞の共
通業務をさらに整理したうえで、可能な業務から段階的に集
約化をすすめ、組織運嘗の一層の効率化をはかることとした。
再編の第一段階として、 2003年度より、図書の発注、受入、
図書館組織・業務処理体制の改善・再編
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目録にかかわる業務について集約、 一元的な業務処理体制
をしくととを目的として、中央図書館図書課および整硯謀を
整理・統合し資料管理課とすることとした。今後、各キャンパ
ス図書館、図書室等に分散するとれらの業務について中央
図書館資料管理諜において一元的な業務処理が実施される
ことになる。
今回の整備は、図書にかかわる業務処理を対象としたが、
ひきつづき学術雑誌にかかわる発注、受入、目録業務にかか
わる業務処理体制の横断的な整備が課題である。また、関
連して、「雑誌センター(電子図書館)J構想や本庄分館の再整
備についてもあわせて検討課題となっている。
今回の組織再編は、既存の委託業務の見直し、拡大を前提
としてすすめられたが、今後の見直しにあたって、図書館専任
職員数の実態と推移、あらたな図書館サービス環境における
中核的な業務のあり方、適切な人材の確保、とりわけ若年層
の育成の方向性など総合的に検討をすすめる所存である。
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2却O∞Oω2年度、国立大学図書館協議会との連携により、 ISI杜
Web of Science にかかわる私立大学(本学およびj霊感義塾
大学を含む18私立大学)図書館コンソーシアムの形成を実現
した。これにより、大幅な導入経費'の節減と電子ジャーナル
等にかかわる海外出版社との直接交渉の道が拓ける乙ととな
った。今後は、電子ジャーナルの導入にとどまらず、図書館サ
ービス、業務などのさまざまなレベルでの大学・関係機関と
の連携、協力関係の強化・拡大、さらに共同事業体設置の可
能性など、ひきつづき努力したい。また、今後、さらに拡大が
予想される電子ジャーナルの導入、利用と関連して、これに
かかわる財政的な基盤整備の視点から私立大学情報教育協
会、文部科学省にたいしてあらたな補助金制度創設の要望、
陳情をかさねた。結果として、2003年度よりあらたな制度が創
設されることとなった。すでに2001年度期中より、政府からの
競争的資金導入にともなう間接経費交付金の一部を電子ジ
ャーナル導入に充当してきているが、今後とも、学内関係箇所
とも十分な調整をすすめ、乙うした政府補助金枠のさらなる拡
充とあらたな外部資金導入の可能性をさぐる必要がある。
「統合マルチアー 力イビングサー ビスJ(lMAS)の拡充
2001年度より本格運用を開始した「統合マルチアーカイピ
ングサービスJ(IMAS)では、「フィジカjレアーカイブ」におい
て、2001年度中央図書館研究図書の一部にひきつづき、 2002
年度ではおもにキャンパス図書館所蔵資料について移管・収
蔵作業をすすめ、年度末までに総計19.5万Wtの処理を終え
た。今後、 lMASフィジカルアーカイブの継続的な整備とあわ
せて本庄分館の再整備も視野にいれた全学の図書館書庫ス
ペースの最適化にむけた検討を継続してすすめる必要があ
る。また、「デジタルアー カイブ、」については、2000年度より「西
垣文庫Jr洋学文庫」ゃ古文書資料など中央図書館貴重資料
コレクションより段階的に電子化をすすめてきたが、2002年度
においては、「大隈文書jを中心に電子化の作業をすすめた。
次年度以降もこうした電子コンテンツの充実をはかっていく
予定である。
海外大学・機関との連携強化
1987年より羽弓NEデータベースとして整備をすすめてき
た日本語図書にかかわる書誌・所蔵レコードは、世界最大
の書誌ユーティリティーであるOCLC(オンラインコンピ
ューターライブラリーセンタ一、米国オハイオ州コロンパ
ス)において日本から唯一の日本語レコードとして認定さ
れ、現在までに約60万件が本学よりOCLCにたいして提供
されている。提供されたレコードはOCLCWorldCatとよ
ばれる巨大な総合目録データベースに搭載され、世界中の
図書館や研究者の利用に供されている。こうして提供され
た羽司mレコードは、本学図書館が1998年から参加するARL
Japan Projectなどの海外大学・機関との国際的なILLサー
ビス展開の基盤を形成している。また、本学の図書館サー
ビスの国|標的な展開をはかるうえで、 OCLCおよびOCLC
参加機関との連携、協力関係の強化 ・拡大はきわめて重要
な意義をもっと考える。OCLCILLシステムの利用につい
ては、 ARLJapan Projectの参加機関のみにたいするサー
ビスの提供としていたが、 2002年度より参加機関の限定を
とりはずした。乙のことにより、より一層の国際的なILL
サービスの拡大がはかられつつある。
また、海外における個別大学図書館との協力 ・連携の強
化 ・拡大について、 2001年度は、韓国高聞大学図書館と箇
所間協力協定を締結したが、 2002年度は、米国コロンビア
大学図書館と箇所間協力協定を締結した。本協定は、双方
の図書館サービス全般にわたる包括的な協力協定となって
おり、今後、米国における学術研究図書館との協力および
連携を推進するうえで重要な橋頭墜となるものと確信して
いる。本協定にもとづき、すでに資料の寄贈交換や、本学
演劇博物館(の協力による展示会の開催など多彩な協力連
携事業が展開されつつある。
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